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国土交通省所管事業の執行における円滑な発注及び施工体制の確保 

に向けた具体的対策の運用について 

 

 国土交通省所管事業の執行における円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体

的対策については、「国土交通省所管事業の執行における円滑な発注及び施工体制の

確保に向けた具体的対策について」（令和２年５月７日付け国地契第６号、国官技第

29 号、国営管第 61 号、国営計第 15 号、国北予第７号。以下「施工体制通知」とい

う。）において取扱いを定めたところであるが、当該通知の運用について下記のとお

り定めたので、遺漏なきよう措置されたい。 

 

記 

 

施工体制通知別紙２．（１）⑤一括審査方式の更なる活用において、配置予定技

術者を複数申請した場合には複数の工事の落札を認めることとしているが、これ

を運用する場合においては、一括審査方式が企業の受注機会の増大の一助となっ

ている中で、不調不落の発生が強く懸念される状況下において施工体制を確保す

るための対策として配置予定技術者の複数申請を認めるものであるとの制度趣旨

を踏まえ、工事受注者の偏在等の弊害を助長することのないよう対象工事の選択

及び配置予定技術者が申請できる上限に留意すること。 

また、配置予定技術者の複数申請を認める場合には、不調不落の発生状況等の

地域の実情を踏まえ、必要に応じて各業界団体等と意見交換等を実施した上で運

用すること。 


